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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第７部門第３区分
【発行日】平成30年4月19日(2018.4.19)

【公開番号】特開2018-26735(P2018-26735A)
【公開日】平成30年2月15日(2018.2.15)
【年通号数】公開・登録公報2018-006
【出願番号】特願2016-158253(P2016-158253)
【国際特許分類】
   Ｈ０３Ｈ   3/02     (2006.01)
   Ｈ０３Ｈ   9/17     (2006.01)
   Ｈ０３Ｈ   9/54     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｈ０３Ｈ    3/02     　　　Ｂ
   Ｈ０３Ｈ    9/17     　　　Ｆ
   Ｈ０３Ｈ    9/54     　　　Ｚ

【手続補正書】
【提出日】平成30年3月5日(2018.3.5)
【手続補正１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００２５】
　基板１０上に下部電極１２ａおよび１２ｂが設けられている。共振領域５０内の下部電
極１２ａは基板１０上に空隙３０を介し設けられている。共振領域５０内の下部電極１２
ａ上に圧電膜１４ａが形成されている。共振領域５０内の圧電膜１４ａ上に上部電極１６
ａが設けられている。共振領域５０内の上部電極１６ａ上に誘電体膜１８ａが設けられて
いる。誘電体膜１８ａは、膜厚を調整することで共振周波数を調整する周波数調整膜とし
て機能する。また、誘電体膜１８ａは共振領域５０における保護膜として機能する。キャ
パシタ領域６０の下部電極１２ｂ上に誘電体膜１８ｂが設けられている。共振領域５０外
の下部電極１２および上部電極１６上にそれぞれ配線２０ｃおよび２０ａが設けられてい
る。キャパシタ領域６０内の誘電体膜１８ｂ上に配線２０が上部電極２０ｂとして設けら
れている。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００３８
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００３８】
　このようにして製造した弾性波デバイスにおいては、図４のように、圧電薄膜共振器６
２は、基板１０上に設けられた圧電膜１４ａと、圧電膜１４ａを挟む下部電極１２ａおよ
び上部電極１６ａと、共振領域５０内に設けられた誘電体膜１８ａと、を備えている。キ
ャパシタ６４は、基板１０に設けられた誘電体膜１８ａと同じ材料かつ略同じ膜厚を有す
る誘電体膜１８ｂと、圧電膜１４を挟まず誘電体膜１８ｂを挟む下部電極１２ｂおよび上
部電極２０ｂと、を備える。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００４７
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【補正方法】変更
【補正の内容】
【００４７】
　挿入膜２８を圧電膜１４ａよりヤング率の小さい材料または音響インピーダンスの小さ
い材料とする。これにより、共振領域５０から横方向に漏洩する弾性波を抑制できる。よ
って、圧電薄膜共振器６２のＱ値を向上できる。挿入膜２８としては、例えば酸化シリコ
ン膜またはアルミニウム膜を用いることができる。
【手続補正４】
【補正対象書類名】図面
【補正対象項目名】図４
【補正方法】変更
【補正の内容】
【図４】

【手続補正５】
【補正対象書類名】図面
【補正対象項目名】図１０
【補正方法】変更
【補正の内容】
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【図１０】

【手続補正６】
【補正対象書類名】図面
【補正対象項目名】図１５
【補正方法】変更
【補正の内容】
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【図１５】
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